
食料自給率５０％が達成された場合の財政負担試算
（食料自給率向上への寄与度の高い土地利用型作物で試算）

平成３２年度に基本計画で目標とする食料生産が実現し、

食料自給率５０％が達成された場合に、現在の対策及びその

支援水準を前提に、対象品目に係る財政負担を単純に試算

すれば１兆円程度と見込まれるすれば１兆円程度と見込まれる。

なお、今後本格実施に向け検討を行う戸別所得補償の内

容等によって額が変動するものである。

【作物毎の所要額】【作物毎の所要額】

生産量
（万トン）

面積
（万ﾍｸﾀｰﾙ）

所要額
（億円）

(参考）
平成２２年度
概算決定額等

主食用米・加工用米 ８５５ １５８ ３，６５０程度 １．水田利活用自給
力向上事業

億円２，１６７億円

２．米戸別所得補償
モデル事業
３，３７１億円

３．水田・畑作経営
所得安定対策
２，３３０億円

新規需要米
（米粉用米、飼料用米）

１２０ １６ １，３００程度

小麦 １８０ ４０ ２，１００程度

大豆 ６０ ３０ １，６００程度

４．さとうきび等経営
安定対策（注３）

３１２億円その他 － － １，７００程度

合計 － － 約１兆円程度 約８千億円

（注）（注）

１ 所要額は、戸別所得補償モデル対策、経営所得安定対策の現行対策の内容を前提に試算して
おり、今後本格実施に向け検討を行う戸別所得補償の内容等によって額が変動するものである。
また、戸別所得補償制度の対象品目を予断するものではない。
２ その他は、大麦・はだか麦、甘味資源作物・でん粉原料作物、そば、なたね、飼料作物である。
３ ２２年産のさとうきび及びでん粉原料用かんしょに係る生産者交付金の所要見込み額である。


